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がん対策のモニタリングとがん登録データの利用
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がん登録情報の利活用状況

◼ 全国がん登録情報

◼ 国への利用申請のみに限定しても、一定程度の利用が持続的にある。

◼ システム停止の問題で利用・提供が停止していた2023～2024年を経て、申出の様式の
簡略化、規程マニュアルの整備を経て、利活用が推進されてきている

◼ 院内がん登録症例集計データ

◼ 一定程度の利用が持続的にある。
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国・都道府県による集計統計利用（法17・18条）
罹患率の推移の観察（1975-2023）
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国・都道府県による集計統計利用（法17・18条）
1993-6年から2016-18年までの5年純生存率の推移
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国・都道府県による集計統計利用（法17・18条）
5年有病数（診断されてから5年生存しているがんサバイバー数）算出
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推計値（約369万人）

サバイバーの実数
がん登録DBからは、推計ではなくサバイバーの実数が算
出できる。広島県では既に報告書に掲載している（
2021年 166,854人）

（人）

集計表ダウンロード https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/data/dl/index.html



国・都道府県による集計統計利用（法17・18条）
世界のがんサーベイランスへの参加
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IARCによる5大陸のがん罹患
第12版（2024）
これまで都道府県単位での参加だっ
たが、初めて2013～17年の日本全
体のデータを提出。日本のがん罹患
率の国際的な位置づけ、部位パター
ンが明らかになった。

日本
日本

2015～19年小児がん全体の生存率の国際比較

ロンドン大学による世界の生存率比較
CONCORD4計画（2026）

これまで都道府県単位での参加だった
が、日本全体の生存率が算出され、が
ん医療の客観的国際比較が可能となっ
た。同データはOECDの医療の質評価
にも引用されている。
日本の小児がん生存率は全体として高
所得国の中でも良好な水準にある。一
方、がん種別の国際的位置は一様で
はなく、欧米との差ががん種や診断時
期によって異なることが示された。

高
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研究者による集計統計利用（法21条4・9項）
様々な分野でのがん疫学研究

希少がん年次推移研究（2024）
全国の地域がん登録（2011–2015年）および全国がん登
録（2016–2018年）の約564万人のがん症例を
RARECAREnet分類で整理し、日本における希少がん罹患の
経年変化を解析した。52の希少がん群のうち18群で年齢調
整罹患率が増加し、胆のう・胆管上皮腫瘍では減少した。
診断技術の進歩や診断概念・コーディングの変化、全国がん登
録開始などが罹患動向に影響したことを明らかにした。

小児がんベンチマーク研究 BENCHISTA（2025）
日本（大阪府）を含む27か国・73のがん登録が協力し、
約1.1万人の小児固形腫瘍患者を対象にトロント小児がん
病期分類を用いて病期を標準化し、国際比較を実施した。
神経芽腫、Wilms腫瘍、骨肉腫、横紋筋肉腫では診断時
病期に地域差が認められ、早期診断の推進と病期評価の
標準化、がん登録と臨床の連携強化の重要性を示した。

小児がん分類ごとの進行期で

の診断される症例のオッズ比

観察期間中の希少がん（オレン

ジ）及び一般がん（青）の分

類ごとの平均年間変化率

日本

日本
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研究者による集計統計利用（法21条4・9項）
様々な分野でのがん疫学研究

がん診断後の自殺に関する研究（2022）
死因情報の有効利用の一例。2016年診断の約107万人を対
象とした全国規模研究を実施し、がん患者では診断後2年間の
自殺、外因死、循環器疾患死亡リスクが一般人口より有意に高
いことを明らかにした。
特に診断直後および進行がん患者でリスクが高く、食道がんでは
自殺、肝がんや白血病では外因死など部位別の特徴も示した。
診断早期からの心理的支援や自殺予防対策の重要性を提言し
た。

血液がんの詳細分類の記述疫学（2024）
民間企業による利用の一例。白血病、悪性リンパ腫として大括
りにされる血液がんをICD-O-3分類に基づき157種類の血液
腫瘍の2016年の罹患状況を全国レベルで詳細に解析した。
びまん性大細胞型B細胞リンパ腫、多発性骨髄腫、骨髄異形
成症候群などの詳細な罹患率や年齢・性別分布を明らかにす
るとともに、日本血液学会血液疾患登録との比較から全国がん
登録の網羅性と有用性を示し、医療資源計画や新規治療・臨
床試験開発への活用可能性を示した。

ホジキンリンパ腫のサブタイプ分布
診断直後の自殺等の死亡リスク

が高く経時的に低下

一般人口の死亡リスク＝1



研究者による集計統計利用（法21条4・9項）
集計利用データのエコロジカル研究による重ね合わせ

地理情報システム
（GIS）により、市町
村別のがん統計データ
の可視化ができる。

がん罹患率・死亡率
や喫煙率などのデータ
を地図上に表示・ダウ
ンロード可能。

地理コード単位で異
なる統計を重ね合わ
せ、格差とがん罹患の
関連解析が進んでい
る。
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https://ncc-geo-hub-ncc-

csi.hub.arcgis.com/

東京島嶼部の塩分摂取と胆道がん（2022）
胆道がんの地域差に着目し、東京都島しょ地域を対象に、地
域がん登録（2013–15年）および全国がん登録（2016–
18年）の罹患データと栄養調査データを用いてエコロジカル解
析を実施した。
塩蔵魚介類摂取量の指標と胆道がん標準化罹患比との間
に正の相関を認め、塩蔵魚介類に含まれるニトロソアミンが胆
道がんのリスク因子となる可能性を示した。

胆道がん年齢調整罹患率と

塩蔵魚介類摂取の正の相関



（都道府県）市町村によるリンケージ利用（法18・19条）
がん登録を用いたがん検診の精度管理
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：要精検者のうちの精密検査受診者
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：がんの人のうちの検診発見がん

陽性反応適中度

：要精検者のうちの検診発見がん

偽陽性率

：がんでなかった者のうちの要精検になった者

偽陰性率

：がんであった者のうちの検診で陰性となっていた者

受診勧奨

の実施

特異度

：がんでない者のうちの検診

で正しく陰性となった者

がん登録との照合

（研究班では感度

特異度の評価に検

診受診後一年間の

フォローアップで

の数値を定義）
厚労省・国立がん研究センター、厚労

科研研究班の提供するチェックリストや

定義に従って精度管理を実施する

https://canscreen.ncc.go.jp/management/index.html



（都道府県）市町村によるリンケージ利用（法18・19条）
がん登録を用いたがん検診の精度管理

◼ 青森（17自治体・5がん）、宮城（5
自治体・5がん）、東京（1自治体・5が
ん）、和歌山（1自治体・5がん）、島
根（5自治体・子宮頸がん）、広島
（5自治体・5がん）、愛媛（15自治
体・5がん）等でがん登録を用いたがん
検診の精度管理事業を実施している。

◼ 青森においてはがん登録リンケージ利用
に基づく精度指標（特異度等）も、一
般に向けて公開している
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https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kenko/ganseikatsu/gantourokuganke

nshin.html

https://www.city.hachioji.tokyo.jp/kurashi/hoken/kennsinn/p034829.html

https://www.pref.ehime.jp/page/17737.html

https://www.pref.shimane.lg.jp/medical/kenko/kenko/gan/shimanetorikumi

/seidokanrityousa.html



研究者によるリンケージ利用（法21条3・8項）
コホート研究
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子宮体
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（閉経前）

可能性あり
↑

（BMI30以上）

（男）

可能性あり
↑

（BMI30以上）

（閉経後）

確実↑
（女）データ
不十分

運動
データ
不十分

データ
不十分

ほぼ確実↓ ほぼ確実↓
データ
不十分

可能性
あり↓

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

（HPV16, 18）

確実↑

（HPV33, 52, 58ク

ラミジア）

データ
不十分

糖尿病と関
連マーカー

可能性
あり↑

データ
不十分

（糖尿病）

ほぼ確実↑
データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

ほぼ確実↑
データ
不十分

データ
不十分

可能性
あり↑

データ
不十分

メタボ関連
要因

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

社会心理学
的要因

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

IARC Group1
（職業性アスベ

スト）

ほぼ確実↑

（砒素）

データ
不十分

（EBV）

データ
不十分

（ホルモン補充

療法）

データ
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治療・ワ
クチン

（HCV肝炎治

療）

確実↓

（ピロリ菌除菌

治療）

確実↓

（HPVワクチ

ン）

確実↓

（授乳）

可能性
あり↓

（高身長）

データ
不十分

ほぼ確実↑

感染症

可能性
あり↑

肥満
データ
不十分

ほぼ確実↑
データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

データ
不十分

可能性
あり↑

データ
不十分

（HBV, HCV）

確実↑
（H.ピロリ菌）

確実↑

可能性
あり↑

（BMI男18.5未

満、女30以上）

（肺結核）

可能性あり
↑

（高身長）

データ
不十分

（授乳・服薬

歴）

データ
不十分

（授乳・服薬

歴）

データ
不十分

確実↑

（高身長）

データ
不十分

（服薬歴）

データ
不十分

データ
不十分

その他

（授乳・服薬

歴）

データ
不十分

https://epi.ncc.go.jp/index.html

がん予防のエビデンス創出

ピロリ菌除菌と胃がん罹患リスクの研究（2025）
日本の4地域で実施された大規模コホート研究の約4万8500
人を、山形県がん情報及び全国がん登録情報との照合によっ
て、ピロリ菌除菌と胃がん罹患リスクとの関連を解析した。
除菌後1年未満では一時的にリスク上昇を認めたが、1～6年
後には低下傾向、6年以上では非除菌群の約44％まで有意
に低下した。
一般住民においても、ピロリ菌除菌が長期的な胃がん予防に有
効である可能性を示した。



病院単位の集計データの利用

◼ 全医療機関の届出情報を解析することで、
都道府県別の症例分布の把握・地域別の
医療機関の機能評価などが可能。

◼ 医療計画、集約化・均てん化の議論などに
活用できる。
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拠点病院のみ（全届出医療機関の5％程度、届出数の60％程度）

医療機関全て（都道府県及び国で患者単位にまとめる前

の、全病院からの届出情報の利活用で可能）

都道府県独自指定含む

解析例

A県のモデルデータ

診
断
数

病院（診断数の多い順）



（参考）
ID5による公的データベース連結後に
期待されること
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小児がんAYAがんの長期観察データ
への適用 ⇒ がんサバイバーの生活

◼ 背景 初回がん診断時18～39歳の青年・若年成人
（AYA）がんサバイバーは、がん（治療）によるキャリアへ
の悪影響が知られている。本研究では、全国住民ベース
の登録データを用いてAYAがんサバイバーの雇用と経済的
転帰を調査し、対照集団と比較した。

◼ 方法 5年間生存した全AYAがんサバイバー2,527人をオラ
ンダがん登録（臨床データおよび人口統計学的データ）
から同定し、オランダ統計局（人口統計学的データ、雇
用データ、財務データ）とリンクさせた。AYAがん患者は、
年齢と性別に基づく対照住民（10,108人の対照）と1
対4でマッチングされた。

◼ 結果 AYAがんサバイバーは、診断後1年（76.1％対
79.5％、P＜0.001）および5年（79.3％対83.5％、P＜
0.001）経過した時点で、対照群と比較して就業してい
る割合が有意に低く、障害手当を受給している割合が高
かった（診断後1年：9.9％対3.1％、P＜0.001；診断
後5年：11.2％対3.8％、P＜0.001）。

◼ 結論 住民ベースの客観的な全国がん登録データに基づ
くと、がん診断後短期および長期にわたり、AYAがんサバイ
バーの雇用および経済的転帰は、年齢および性別をマッ
チさせた対照群と比較して有意に影響を受けている。診
断時から雇用と経済的転帰に関する支援を提供すること
は、AYAがんサバイバーが社会復帰の道を見つけるのに役
立つ可能性がある。

ESMO Open. 2022 

Aug;7(4):100521.



進展度及び組織型別に見た
肺がんの初回治療費用
⇒ 医療経済研究

◼ 背景 肺がんは世界的な死亡原因の第1位であり、肺が
ん治療は大きな経済的負担となっている。治療法は最近
変化し、高価な分子標的薬や免疫療法が増加している。

◼ 方法 2013～2021年のオランダ居住者（n=19.2百万
人）の医療費支出を腫瘍レベルでのオランダがん登録
データ（n=137,129、2012-2021年罹患）とリンクした。
肺がんの病期と組織型によって層別化された治療の段階
（初期、継続、終末期）別に、医療費を算出した。

◼ 結果 肺がん治療平均コストは、患者1人当たり48,443
ユーロ（789万円）と推定される。初期段階での治療費
が最も高く、次いで終末期、継続期となる。

◼ ステージIVの肺がんの毎月の治療費は、早期よりも著しく
高額である（ステージIAの3,228ユーロ（53万円）に対し
て、初期治療の1ヶ月あたり8,293ユーロ（135万円）。ス
テージIVの肺がんは、2013-2017年と比較して、2018-
2021年の治療費が著しく高くなっており、毎月の治療費
は初期治療で55％、継続治療で148％上昇している。
母集団全体では、2021年に肺がん治療に費やされる費
用は9億360万ユーロ（1471億円）で、2016年よりも4
億3300万ユーロ（705億円）増加している。

◼ 結論 治療の進歩は、末期肺がんの医療費を急速に膨
れ上がらせている。政策立案者は、新しい治療法の費用
対効果を慎重に評価し、早期発見のための介入策を評
価する際に病期別の治療費を取り入れるべきである。

European Journal of Cancer, 2024, Volume 208, 114231



住民ベースの欧州登録データにおける
大腸がんの病期別生存率と
再発率の比較 ⇒ 臨床継続データ

◼ 大腸がん切除後の再発は、一般集団ではほとんど記録さ
れていないが、患者の生存率を左右する重要な臨床的
決定因子である。2010ｰ13年の間に診断され、2020年ま
で臨床的に追跡された大腸がん患者8785例を、7つの欧
州諸国（ブルガリア、スイス、ドイツ、エストニア、フランス、
イタリア、スペイン）の15のがん登録から特定した。累積
超過ハザードモデルを用いて、世界年齢調整純生存率を
推定した。6カ国において、初回切除時の病期がI期、II期、
またはIII期の患者を対象に、生命表法を用いて再発率を
算出した。

◼ 非転移性切除大腸がんの割合は、国によって58.6%から
78.5%の範囲で変動した。国別の5年純生存率の全体
的な範囲は60.8％から74.5％だった。5年生存率の最大
値と最小値の絶対差は、ステージIIで12.8ポイント（ブル
ガリア対スイス）、ステージIIIで19.7ポイント（ブルガリア対
スイス）、ステージIVおよび非切除症例で14.8ポイント
（ブルガリア対スイスまたはフランス）であった。

◼ ステージI～IIIの切除患者における5年累積再発率は17.7％
であった。全コホートの平均と比較すると、再発リスクは国間
で差異が認められなかった。ただし、イタリアではステージI/IIお
よびステージIIIがともに低リスク、スペインではステージIIIが高リ
スクであった。生存率は対象欧州諸国間で差異が見られた
が、再発率の差はわずかだった。大腸がんフォローアップのエビ
デンスに基づく管理を強化するためには、住民ベースでのがん
再発情報の収集が極めて重要である。

International Journal of Cancer, 

2024, Volume155, Issue5 1 
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がん診断データの妥当性と適時性の
検証 ⇒ 臨床試験への活用

◼ 背景 がんは社会と医療大きな負担を強いる。がん研究
には質の高いデータが必要であるが、その入手には多大な
資源が必要である。がん登録のような管理されたデータを
利用することで、がん研究の効率を向上させることができる。
われわれは、SYMPLIFY研究中に現場で得られたがん診
断データの妥当性と適時性を、イングランドとウェールズの
がん登録から得られたものと比較することを目的とした。

◼ 方法 イングランドとウェールズにおける前向き観察研究
SYMPLIFYにおいて、44の病院施設にわたる5461人の参
加者からがんデータを収集した。リンクされたがんデータは、
DHCW、WCISU、および英国の全国がんデータ（NCRD）
とRCRDから、2022年4月から2023年9月の間に定期的に
入手した。研究登録から9ヵ月以内に診断されたすべての
がんについて、ICD-10コードによるがんの部位、ICD-O-3形
態組織コードによる大まかな形態分類によるがんの形態、
全病期、およびTNM分類を比較した。

◼ 結果 2022年4月から2023年9月の間の収集データで利用
可能なものは、ICD-O-3形態は84％から100％、全病期は
43％から100％、TNM病期は74％から83％の範囲であった。
SYMPLIFYとNCRDの一致率は、ICD-10で96%（95% CI 92-
98）、ICD-O-3形態で60%（53-66）、ICD-O-3広範な形態
で83%（78-88）、TNM病期で73%（67-78）であった。

◼ SYMPLIFYは、登録後12ヵ月で2022年11月に確定したのに
対し、NCRDは13ヵ月で2023年12月に確定した。RCRDと
DHCWは、それぞれ2022年12月に登録後13ヵ月、2023年2
月に登録後15ヵ月で確定した。

◼ 結論 現場収集データと中央収集データとの間で、完全性、
一致性、および適時性がほぼ同じである。この知見から、中
央登録データは臨床試験における資源負担を軽減し、がん
研究を改善するのに役立つことが示唆される。

The Lancet Oncology, 2024, 

Volume 25, Issue 11, 1476 –

1486



公的DB連結をベースにしたがん対策モニタリングの未来
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